
オンラインでの合意の形成を軸に、まずはその前提としての意思表示のパター

ンとコンテクストの共有の重要性を指摘した本稿では、コンピュータテクノロジ

ーがオンライン／オフラインの個人の認知活動を支援し、さまざまな合意形成を

下支えすることを論じた。その一方で、このような技術には、人々の学習機会を

奪う側面があることを指摘した。この点は、今後のコンピュータテクノロジーや

インターネットの発展を考えるうえで、重要な論点になりうると考えられる。ま

た、多様な属性を有する人々が、オンラインで自らにとって心地よい情報ばかり

を受容することにより生じる社会分裂の恐れは、社会的な合意の形成に影を落と

していることが指摘されている。そこで、本稿ではこの問題に対する積極的な対

応として討論型世論調査を取り上げるとともに、オンラインの討論型世論調査の

可能性について論じた。このように、本小論は合意形成を行う個人、そして、そ

の個人の集合としての社会が合意を形成するうえで抱える問題について、人々の

オンラインの利用特性を踏まえ、解決に向けた方策等を内側から考えたものであ

る。

政策デザインと合意形成　～その来歴と行方～

オンラインで合意の形成を考える
～インターネットと合意形成に関する小論～
The Internet and Consensus Building: An Examination of the Formation of Consensus Online

Pointing out the importance of the sharing of patterns of opinions and context as a precondition for

online consensus building, this article argues that computer technology supports an individual’s

cognitive activities online or offline and various types of consensus building. At the same time,

such technology can deprive people of learning opportunities. This observation is an important topic

when considering the development of future computer technology and the Internet. Also, there is

the possibility that social polarization is caused by people with diverse characteristics who receive

only information that is comfortable to them online. Some point out that such a phenomenon is

negatively influencing the formation of social consensus. In this context, this article considers

deliberative polling as a solution to the problem and discusses its potential conducted online. In

short, this article takes into account the characteristics of people’s online activities and examines,

from the perspective of an insider, ways to solve problems related to consensus building faced by

individuals who play a part in it and by society which is a collection of such individuals.
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急激に利用が拡大したコンピュータテクノロジーおよ

びインターネットは、産業立地や経済取引、コミュニケ

ーションの形態やそれを通じた人間関係の構築の仕方等、

さまざまな側面に影響を及ぼしつつある。このうち、特

に人と人とのインタラクションについては、CMC

（Computer Mediated Communication）１、CSCW

（Computer Supported Cooperative Work）２として、

これまでも多くの研究の対象とされており、企業や行政

等の組織内の共同作業やコミュニケーションに、コンピ

ュータテクノロジーやインターネットがどのように活用

され、それらをどのように下支えしているか調査がなさ

れてきた。また、これらの研究では、技術の活用を通じ

て得られた社会的／集団的／個人的な利点を指摘するだ

けでなく、そこで明らかにされた「ユーザーのその時々

の状況に基づく利用と機器の設計意図の間に生じる齟齬」

が、今後乗り越えるべき新たな研究開発の課題として位

置づけられることもある。

このような背景を踏まえると、コンピュータテクノロ

ジーおよびインターネットを通じた合意形成について語

る場合には、しばしば人と人とのインタラクションを扱

ったCMC研究、CSCW研究が想起される３。しかし、本

稿ではこれらの先行研究とは視点を変え、1）他者との

合意形成に向け活動する個人というレベル、また、2）

個人が集団化したときの多様性と合意形成に向けた集団

レベルの課題について検討し、これらの技術と合意形成

の関係を幅広く概観していくこととしたい。そこで、コ

ンピュータテクノロジーやインターネットを通じた人々

の合意形成との関係や課題、可能性について検討するに

あたり、まずはわが国におけるインターネット利用の概

況を整理する。

（１）インターネット利用の普及

家庭や職場におけるコンピュータテクノロジーやイン

ターネット利用の普及により、10年前と比べると、われ

われの生活スタイルは大きく変化した。家庭では、オン

ライン・ショッピングサイトを通じて書籍やCD等を購入

することが一般化し、職場では取引先との連絡が電子メ

ールで行われるとともに、在宅勤務の可能性も飛躍的に

拡大しつつある。また、コミュニケーションに係るコス

トが大きく低下したことで、B2B、B2Cといった表現に

みられるように、商取引や物流の形態も変わりつつある。

さらには、C2Cと称されるように、消費者間の中古商品

の交換や情報交換等も盛んに行われるようになってきて

いる。このように、インターネットの普及は、コスト面

あるいは地理的な距離等の物理的制約により困難であっ

1 はじめに

2 インターネットの利用に関する概況

図表１　日本におけるインターネットの利用者と普及率の推移

注釈：各年末時点
資料：総務省「平成21年通信利用動向調査」
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た直接的な情報交換や商取引の分野において、新たなイ

ンタラクションを選択することができる多様性を生みだ

しているのである。

しかし、インターネット利用が広く普及しはじめたの

は2000年以降のことである。直近の2009年には国内

における利用者が9,408万人（人口普及率：78.0％）、

そして家庭における普及率も約9割に達しているが、

2000年以前は人口普及率が1割未満にとどまり、世帯

における普及率も2割程度であった。また、インターネ

ットでは、動画等の比較的容量の大きなコンテンツの送

受信を行うためには、ブロードバンドインフラを利用す

ることが重要となるが、それらのインフラが整備された

のも比較的近年のことである。

このような状況から、インターネットの利用は、イン

フラ整備をはじめ近年急激に拡大・発展したものである

といえる。また、そのためインターネット利用に関する

インフラ、関連法制等については、めまぐるしく拡大す

るサービスの領域やそれに対するユーザーの動向を受け、

そのつど、模索しつつ改善していくという状況にあると

もいえる４。ただし、日進月歩の変化がみられるこの分野

は、サービス等の供給側面から捉えるばかりでなく、ユ

ーザビリティを含め需要面からも当然、検討がなされる

べきものであり、本稿では技術発展等を踏まえ、それが

人々のインタラクションや合意形成に対して、どのよう

な影響を及ぼしているのか考えることとする。

（２）インターネットの利用端末と制約の縮小

インターネットの利用はこの10年間に飛躍的に普及し

たが、人々がインターネットにアクセスする方法はライ

フスタイルや世代により異なる５。なぜなら、PCによる

インターネット利用だけでなく、モバイル・コンテンツ

サービスの充実、ユビキタスネットワークの拡大による

各種家電製品のネットワーク化の進展にともない、イン

ターネットにアクセスする端末、利用形態は多様化して

いるからである。そのため、インターネットの利用は、

もはやPCの前に固定されるものではなく、常に持ち歩き、

外出先・移動中にも利用可能なウェアラブルなものにな

っているといえる。

実際に図表3に示すように、個人がインターネットを

利用する際、PCのみを端末として利用する者は全体の

13.7％であるのに対して、モバイル端末のみを利用する

者（9.4％）、両者を併用する者（69.0％）は併せて約8

割に達している。このことから、われわれは家庭や職場

等の特定のポイントだけでなく、屋外や移動中において

も、インターネットにアクセス可能なネットワークのな

かで生活をおくるようになっている実態が窺える。

ただし、モバイル端末を通じたインターネット利用で

は、利用可能なコンテンツの範囲は徐々に拡大しつつあ

るものの、PCを介しインターネットにアクセスする場合

図表２　日本における世帯、企業・事業所にみるインターネットの普及率

注釈：各年末時点
資料：総務省「平成17年通信利用動向調査」
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に利用可能な情報量に比べ、そこには依然として制約が

ある。このため、本稿ではPCを介したインターネット利

用を中心に、人々のインタラクションや合意形成につい

て整理を行うこととする６。

（３）インターネットがもたらした変化

これまでインターネット利用の普及について整理して

きたが、次にこれらの普及がもたらした変化について概

観する。一般に、インターネットの普及による影響とし

て、情報流通の高速化や情報伝達の簡便性の向上がもた

らした人間関係の構築方法の変化、また、オンライン・

ショッピングの台頭による消費行動の変化等が指摘され

ている。しかし、これらはインターネットに起因する変

化に加え、社会・経済一般に係るさまざまな要因が複合

的にもたらした影響であるとも考えられる。

そのため、まずは情報伝達に関する諸機能について、

他のメディアと比較し、どのような類似点／相違点があ

るのか整理することが重要である。そして、情報伝達に

関連するいくつかの側面について、①情報発信者と受信

者が実際に対面している必要があるか【近接性】、②情報

発信者と受信者が同じ時間を共有している必要があるか

【同期性】、③情報を受信することができる人数が限られ

ているか【限定性】、④情報発信の際に、受信者があらか

じめ特定されているか【特定性】という4つの軸から分

類整理を行ったものが図表4である。

オンライン・コミュニケーションのなかでも代表的な

ものとして挙げられる電子メール、電子掲示板、チャッ

トについてみると、まず、インターネットによる情報伝

達方法の特徴として、情報をやりとりする相手と「場所」

を共有している必要がなく、必ずしも同期的なコミュニ

ケーションである必要もないことが挙げられる７。しかし、

この点は既存のテレビ、新聞等のマスメディア、手紙や

FAX等の個人も利用可能なメディアにも同様に当てはま

る点である。

では、インターネットを用いた情報伝達の新しさ、既

存メディアとの違いは一体どこにあるのか。それは、先

の4軸では触れられていない情報発信の双方向性と③限

定性の制約の低さが相まって生じたものであると考えら

れる。たとえば、電子掲示板等の情報伝達方法は、マス

メディアと同様、情報を多数の者に1対Ｎで発信するこ

とができるとともに、他方で手紙や電話などのように、

情報の送受信を相互に繰り返すこともできるといった特

性を併せ持っている。つまり、インターネットを用いた

情報伝達とは、誰もが不特定多数の人々に情報を発信す

ることができるとともに、双方向の情報の送受信を安価

に行うことを可能とするものであり、この点を通じて社

会に大きな影響を及ぼしたとみなすことができるのであ

る。

このように、インターネットの普及により、誰もが社

図表３　日本におけるインターネットの利用端末別の状況（個人）

モバイル端末
からの利用者

8,010万人【85.1％】

パソコン
からの利用者

8,514万人【90.5％】

ゲーム機・ＴＶ等
からの利用者
739万人【7.9％】

パソコンからのみ
1,292万人【13.7％】

パソコン、モバイル端末併用
6,492万人【69.0％】モバイル端末

からのみ
　  885万人【9.4％】

627万人
【6.7％】

6万人
【0.1％】

ゲーム機・ＴＶ等
からのみ

2万人【0.0％】

103万人
【1.1％】

合計
9,408万人

注釈：モバイル端末：携帯電話、PHSおよび携帯情報端末（PDA）を指す。
資料：総務省「平成21年通信利用動向調査」
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会に対する情報発信主体になることができるようになっ

たとともに、遠隔地における人々とも距離を問わず情報

交換・共有ができる状況が整備された。そしてこれを受

け、消費者が自らの選好を生産者に伝達すること、また、

消費者と生産者、消費者と消費者が直接的な関係を築く

ことができるようになり、情報交換や商取引の形態は大

きく変わっていったのである。

（４）個人の情報発信力の拡大とその影響・課題

インターネット利用の普及により、誰もが不特定多数

に対し情報を発信する主体になることができるようにな

った。このことは、個人ホームページやブログ、SNSや

twitter等の利用者が増加していることからも明らかであ

る。さらに、一般人がアルファブロガーと称され、情報

発信主体として影響力を有する存在になったことは、イ

ンターネット利用の普及による変化であり、インターネ

ットが普及していない時代の情報環境のなかでは生じえ

なかった状況でもある。

また、消費者自らが音楽や映像コンテンツ等を制作し、

インターネットを通じて発信するCGM（Consumer

Generated Media）や、マスメディア等を通じて発信さ

れた各種コンテンツを改編し二次創作を行う動きが、近

年新たな消費行動、そして消費行動を誘発する動きとし

て注目を集めている。加えて、これまでも家電製品等を

自ら改造し、自分にとって使い勝手の良い機能を付加す

ること等はなされてきたが、情報伝達・共有に関する環

境変化を受け、それらをリードユーザーイノベーション

と位置づけ、調査研究を行う動きもみられる。特に、既

存機能の高度化に向けた技術の独自開発に比べ、一般に、

インタフェースの利用上の課題や革新的な機能の付加に

ついて閃きを得て、それに向けた課題解決を図ることは

難易度が高い事項である。そのため、ユーザーがどのよ

うな場面でどのように技術を利用し、その際にどのよう

な問題が生じているのか、そしてその問題を解決するた

めにはどうすれば良いのか考えるにあたり、ユーザーの

製品利用のなかに「解」が潜んでいるという考えの下、

今日、オンライン等にみられるユーザーの革新的なアイ

デアに対し期待が寄せられているのである８。

さらに、インターネットを通じた情報伝達に関する状

況変化、そして、インターネットにアクセスすることが

できるモバイル端末の普及により、情報は瞬時に広範に

広まり、実際にそれが社会の動きに大きな影響を及ぼし

た事例もみられる。たとえば、韓国や東南アジア諸国で

は、国政選挙や社会問題に対する抗議運動の際に、若年

層を中心にモバイル端末を通じて情報共有がなされ、そ

の情報を受け共感した者たちが特定の場所に集い、自然

発生的に大規模な集会へと発展していったことが報告さ

れている。このような状況をスマートモブズ９と指摘し、

インターネットが政治への直接参加等、個々人の思想や

選好を直接的な行動に移す際の障壁を下げることに寄与

すると論じるものもある。しかし、他方で虚偽情報が瞬

図表４　情報伝達方法と機能分類に関する例示

注釈：○、△、×の記号は、それぞれ次のことを示す。○：１～４までの各機能に該当する制約がある場合　×：制約が
ない場合　△：○と×の中間に位置する場合。

出所：筆者作成
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時に広まり、大衆がデマに踊らされる恐れも高まってい

る10。そのため、誰もが情報発信主体となり、いわゆる

口コミの情報が盛んに流通し共有されるようになった今

日、どのような基準でどのような情報を信頼するのかと

いう点について、社会はインターネット利用者に高いメ

ディアリテラシー11を求めるようになってきている。

（１）合意形成について

「合意形成」について考えるにあたりなんらかの定義を

設ける必要があるが、一般に、「合意形成」が指示すると

ころは多様である。特に、合意の対象として扱う単位を

個人とするか組織（企業や行政等）とするかにより、合

意に至るまでの過程は当然異なるとともに、形成した合

意に求められる拘束の意味合いも異なると考えられる。

また、合意の対象内容が私的事象であるか公的であるか

によっても、それは異なるものと推察される。そこで、

コンピュータテクノロジーやインターネットに関連し、

合意形成について検討を行うにあたり、以下では、本稿

における合意形成の定義や位置づけを整理することとす

る。

一般に、合意形成とは特定の対象との間で、何らかの

論点に対し意見の一致を図ることであるとみなされてい

る。しかし、意見の一致を図るためには、各々の多様な

選好を調整し合意できる着地点を見出すためのコミュニ

ケーションが求められるとともに、そのプロセスのなか

では、相互に他者の同意／非同意に関する反応を的確に

理解することが必要とされる。この点に関連し次のよう

な指摘がみられる。

「合意の形成は、一般に、それ自体、合意を前提にし

ている。合意形成とは、他者が提示した判断＝選択を、

肯定的に受容し、しかもこの受容の肯定性＝承認を、

他者に対して提示することである。しかし、そのため

には、他者の提案が何を主題としており、何を意味し

ているのか（選択しているのか）について、またそれ

に対する肯定（受容）／否定（拒否）が何によって示

されるのかについて、双方があらかじめ合意している

ことが、前提になる。」（大澤 1994：71-72）

本稿は社会契約論の観点から合意形成を論じるもので

はないため、ここでは上の指摘を認知科学的な視点から

捉えることとする。具体的には、特定の対象との意見の

一致を図るため、お互いに意見の一致を図ろうとしてい

るテーマ・コンテクストに関する相互理解、そして、意

見に対する同意等の意思表示の仕方に関する相互理解に

ついて、これらを「合意形成の前提として必要な合意」

と位置づけるものである。

先述のように、情報伝達にみるインターネットの固有

性として、情報発信の双方向性や限定性の制約の低さが

挙げられる。しかし、特に個人が情報発信を行う場合、

情報の受信者が少数に限定されないこと（限定性の低さ）

は、合意形成の前提として求められるコンテクストの理

解に大きな問題を抱える可能性があることを意味する。

3 合意形成を行う個人とテクノロジー

図表５　合意の二重性：合意形成と前提としての合意

出所：筆者作成
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また、face to faceのコミュニケーションとは異なり、

電子メール等を用いた遠隔地間の言語コミュニケーショ

ンでは、表情や身振りなどを通じて対話相手の意思を把

握することが難しいことから、意思表示の仕方やパター

ンに対する理解に問題が生じる可能性があるといえる。

そこで本稿では、インターネットの利用において生じる

可能性のあるこれらの諸課題に対し、その解決に向けた

研究動向等を概観するとともに、合意の二重性を踏まえ、

コンピュータテクノロジーやインターネットが、どのよ

うな側面にどのような影響を及ぼしているのか整理を行

うこととしたい。

（２）他者の意思表示の仕方、パターンに対する理解と

テクノロジー

インターネットを介したコミュニケーションに限らず、

特定の対象と合意形成を図るためには、まずは前提とし

ての合意を整えることが重要である。しかし、先の前提

としての合意は、合意形成を図るためのコミュニケーシ

ョンの円滑化の基盤であるとともに、それ自体をひとつ

の知識共有の枠組みとして位置づけることもできる。そ

こで以下では、まずは「他者の意思表示の仕方、パター

ンに対する理解」を対象に、その解析に関する研究動向

や技術利用を通じた知識共有の可能性についてみていく

ことにする。

近年、対人コミュニケーションの支援等を行うインタ

フェースやプログラムの開発を目的に、音声発話やジェ

スチャー等を通じた人と人とのインタラクションに関す

る行動データの収集、研究開発が進められている。たと

えば、電話の会話では声の高低やテンポといった一部の

非言語メディアを用いることもできるが、face to face

のコミュニケーションであれば利用可能な「表情」や「身

振り」を活用することができないことをイメージすると、

人と人とのインタラクションにおける非言語メディアの果

たす役割の大きさを窺うことができる。これらの研究は、

このような非言語メディアの重要性を踏まえ、その役割や

意味等の把握・解析を目的とするものである12。また、人

工知能に関する研究領域では、二者間のコミュニケーシ

ョンの解析だけでなく、多人数のインタラクションに関

する研究も行われており、単に人間の行動を解析するに

とどまらず、人とコミュニケーションを取るロボットや

ヒューマンインタフェースの開発に向け、国内でもさま

ざまな研究プロジェクトが行われている13。

これらの研究は、人と人とのコミュニケーションにお

ける表現の多様性や役割、また、表現の受容に影響を及

ぼす環境を明らかにするという点で、先の合意の前提と

しての合意のひとつである「他者の意思表示の仕方、パ

ターンに対する理解」に関連した研究と位置づけること

ができる。そして、人と人とのインタラクションにおけ

る作法が解析され、それを支援するインタフェースが開

図表６　非言語メディアの例と分類

注釈：上表は、西田（2005）が紹介しているM.F.ヴァーガスの分類をもとに作成。
資料：西田（2005：31-32）
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発されていくことにより、発話等の音声によるコミュニ

ケーションだけではなく、他者の視線や身体行為といっ

た非言語メディアについても記録・加工・再現が可能と

なり、さらに、知識共有の面からも活用可能性は広がり

つつある。

近年、Virtual RealityやMixed Realityの技術を活用

し、他者の視線や身体行為を記録・加工・再現可能にす

ることにより、形式化することが難しい暗黙知を暗黙知

のまま再現し、知識の共有・継承を支援するシステムが

検討されている。たとえば、女性がメイクを行う際に、

自分の顔をさまざまな条件（大きさ、照度、角度）のも

とでみることができるようにするとともに、ログ機能等

を実装した電子化粧鏡の開発事例14等は、ユーザーに対

し他者の視線を可視化しその受容を支援することを通じ

て、新たな気づきを促し、一種の知識の共有を図るもの

といえる。

また、一般に労働現場における熟練した作業知識は形

式化することが困難であり、教育を通じてこれらの知識

を伝達することは難しいとされている。そのため徒弟制

やOJT等、現場における実践がもつ重要性が指摘されて

いる15。しかし、ものづくりの現場では、作業員の高齢

化の進展にともない技能継承に問題を抱えていることか

ら、その円滑化や高齢者／女性の社会参加の促進に向け

た知識伝達のひとつの枠組みとして、VR（Virtual

Reality）技術を活用した暗黙知や身体行為の学習システ

ムの開発研究が進められている16。特に、身体行為がと

もなう知識や技能においては、形式化を図ることが難し

いことから、その共有・継承を図るためには、作業の現

場で「場」と「時間」を共有し、実践を通じて暗黙知を

習得する必要があった。これに対して、Virtual Reality

やMixed Realityの技術は、ベテラン職人の熟練した身

体行為を記録・加工し、現実に「場」と「時間」を共有

せずとも、それらを「擬似的・仮想的な『場』」17のなか

で再現することにより、作業中の視線や姿勢などの学習

機会を提供するものである。

このように、合意形成のプロセスにおいて前提とされ

る合意のうち、「他者の意思表示の仕方、パターンに対す

る理解」については、インターネットを利用した遠隔コ

ミュニケーションや人と機械のインタラクションを円滑

なものにするため、近年、行動データの大規模な収集が

進められているとともに、解析結果を通じて、インタフ

ェースのデザインの開発や改良が進められている。また、

コミュニケーションのなかで非言語メディアとして用い

られる他者の微細な身体行為は、対人コミュニケーショ

ンの場面だけでなく、暗黙知を内在するものとして、日

常生活のなかでも重要な役割を果たしている。そのため、

今後、Virtual Reality等のコンピュータテクノロジーを

活用し、それらが記録・加工・再現されていくことによ

り、われわれはより効率的な対人コミュニケーションや

知識共有を図ることができるようになっていくものと期

待を抱くことができよう。

（３）他者が提示するテーマやコンテクストに対する理

解とテクノロジー

では、次に「他者が提示するテーマやコンテクストに

対する理解」を対象に、インターネットの利用において、

合意形成にどのような問題があるか整理することとした

い。

インターネットの特徴のひとつとして、非近接・非同

期の情報伝達という点が挙げられる。また、マスメディ

ア等と異なり、インターネットを通じた情報発信は個人

を単位に利用することもできることから、個人メディア

のひとつとして利用されている現状がある。しかし、「情

報爆発」の時代と表されるほど、インターネットを通じ

てアクセスすることができる情報量が増大した今日、そ

こで得られる情報や情報発信の目的は玉石混淆である。

それゆえ日々のインターネット利用には、たとえば、オ

ークションサイトにおける詐欺行為や個人ブログにおけ

る対話のズレ等に起因する炎上など、さまざまな危険性

が潜んでいる。そして、これらのトラブルの背景の一端

として、テーマやコンテクストに対する理解の不足とい

う問題をみることができる。

また、対話相手の属性等が明らかではないこと等、オ
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ンライン・コミュニケーションの匿名性の高さという特

徴も、コンテクストの理解を育むうえで影響を及ぼして

いることが指摘されている。一般的に、オンラインでは

必ずしも実名を名乗る必要はなく、実社会の地位や属性

を表示・反映させる必要もない。そのため、オンライン

でユーザーが用いるアバター等が実際の属性を反映して

いないこともしばしばであり、また、コミュニケーショ

ンの相手の性別や年齢が偽りであることも少なくない。

このため、偽りの属性を演じる場や、実社会の属性から

解放される場としてインターネットが利用される側面も

あるといえる。一方、こうした一種のロールプレイを行

うユーザーが存在することを理解しつつも、実際に示さ

れた属性情報が偽りであったことを知ると、それまで当

該ユーザーと積み重ねてきたコミュニケーションが極め

て軽いものであったと感じ、落胆することもあるだろう。

さらに、一見、協調的であるように思われるオンライ

ンの組織的・ボランタリーな活動においては、コンテク

ストの共有という点で、現実空間における組織活動以上

に危うさが潜んでいる。たとえば、オープンソフトウェ

アの開発やWikipediaの編集等のオンラインにおける協

調的なボランタリーな作業（CSCW）では、参加の誘因

として、内生的要因だけではなく、作業チーム内での地

位獲得や参加を通じたキャリアップ等の外生的要因が働

いていることが指摘されている18。そのため、開発や管

理運営という共通の目的（テーマ）の達成に向け、その

プロセスが手順書や規約等で定型的に共有されている場

合も、匿名性や非近接性等のインターネットに通底する

特徴から、利己的な個人の活動を把握することは難しい

とともに、そこには集団的コンテクストの共有の難しさ

や危うさが潜んでいるのである。

このように、オンライン・コミュニケーションには、

対象主体の経歴や実績、情報発信の目的といった行動背

景が定かではないことが多いことから、対話のコンテク

ストの共有が阻害されやすいという傾向を指摘すること

ができる。さらに、コンテクストを共有する際に、ユー

ザーには属性情報を仮装する傾向もみられるため、合意

形成の前提としての合意が崩れるリスクが比較的高いこ

とを指摘することができる。しかし、インターネット以

外の情報伝達手段において、このような背景情報を完全

に把握・理解し、人々は判断を下すことができていると

は考えがたい。また、匿名性の多義性を指摘した研究19

を踏まえると、たとえ「実名が明らかではなくとも、オ

ンラインにおける各自の投稿履歴との関係が明らかであ

る状態」と、一般に認識されている「実名が明らかでは

ない」という意味での匿名性は区別すべきであると考え

られる。そのため、匿名性がコンテクストの共有を阻害

すると安易に論じることには、留意も必要である。

このような論点を踏まえ、情報の信頼性に関する研究

図表７　匿名性に関する分類

注釈：折田（2007：41-43）より作成
出所：筆者作成
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やWEBスパムに対抗するための検索技術の改良等に関す

る研究では、ユーザーのミクロな探索行動や情報の判断

基準に関するデータを収集し、玉石混淆な情報群のなか

から、ユーザーの目的に適った情報を効率的に抽出する

ためのシステム構築が進められている20。また、オンラ

イン・ショッピングサイト等では、以前より興味・関心

（コンテクスト）を共有する人々のピアレビューの仕組み

を活用し、ユーザーが判断を下す際の一助となるような

情報提供がなされているが、賛否さまざまなレビュー表

現を機械的に肯定派／否定派に分類し、その結果を数量

的に示すことで、効率的な情報提供を模索する研究もみ

られる。このように玉石混淆な情報を機械的に精査し、

ユーザーが求める情報を端的に示すシステムの構築は、

ユーザーの情報探索行動の効率化を図るものであるとと

もに、先に挙げた「他者が提示するテーマやコンテクス

トに対する理解」に係るさまざまな問題、危険性の回避

を支援するものとしてみることができる。

しかし、われわれの行動は必ずしも単線的／目的合理

的なものではなく、しばしば蛇行的なものであることか

ら、合理性に基づき開発されたシステムやインタフェー

スには、時として、人は使いづらさを感じたりもする。

また、目的合理的な情報探索行動の規定線上から脱線す

ることにより、結果的に得られた情報の内容に幅が生ま

れるとともに、新たな気づきを得ることができる場合も

ある。たとえば、筆者が就職活動を行う大学生を対象に

実施した情報行動調査では、多くの学生が特定の企業の

選考情報を得るために就職掲示板等のオンラインサイト

にアクセスしているものの、異なる状況にある多数の他

者の意見・感情を閲覧することにより、就職活動とは何

か／あるべき就職活動を行う学生像とは何か考えるよう

になる等、次第に当初の目的から脱線していく様が垣間

見られた。このことから多様な情報が集積するオンライ

ンサイトを、「多様な属性を有する他者が多様なまま集

い／お互いの経験を語り合い／個別に内省する場」とみ

なし、情報探索行動とは異なる主体化のプロセスが、並

列的に展開されるものとして捉え直すこともできるであ

ろう。

以上の点から、「他者が提示するテーマやコンテクスト

に対する理解」を機械により支援するだけでなく、機械

により代替させていくことには、日常生活における人々

の学習機会を奪う側面があることも指摘することができ

る。これまでも、インターネットを利用した情報探索に

は、検索効率の向上を目的とした動きだけでなく、情報

の信頼性に関する問題への対応として、ユーザーが閲覧

できる情報（サイト）を制度的に制限する動きがみられ

た。しかし、ここで指摘したように、人間の行動は単線

的なものではない。情報探索行動ひとつをとっても、そ

れは情報探索に終始するのではなく、当初の目的から脱

図表８　蛇行的な情報探索行動のイメージ

出所：筆者作成
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線を繰り返すものであり、そのことが新たな学習機会と

なることもある。このため、情報セキュリティに関する

議論においては、ユーザーのメディアリテラシーの水準

を大局的な観点から嘆き、一足飛びに行動制限をかける

といった議論に発展させるのではなく、ユーザーの行動

を微細に観察し横断的に捉えることが重要である。

（１）社会の分裂をもたらすものとしてのインターネット

これまで合意形成の前提としての合意について、それ

に関連するインターネットの利用上の課題やコンピュー

タテクノロジーによる対応の動向を概観してきた。しか

し、合意形成の前提としての合意が整ったとしても、各

人の選好が極端に異なる場合、合意を形成することは極

めて困難である。そこで、以降では特に政策あるいは政

治的な事象を対象に、人々の政治意識に対してインター

ネットがどのような影響を及ぼしているのか、また、イ

ンターネットを活用し社会的な合意を形成するためには、

どのような枠組みが考え得るのか整理する。なお、イン

ターネットの利用が一定程度普及したとはいえ、コンピ

ュータテクノロジーの利用には、依然として所得階層や

年齢等による格差がみられる。そのため、インターネッ

トを含む情報社会に関する議論のなかでは、常に各種格

差の問題が指摘される21。しかし、以下ではその格差の

是正の必要性を認めつつも、一方で日々発展する情報技

術やその利用の普及を踏まえ、インターネット等の情報

通信技術が、人々の政治意識や社会的合意形成にどのよ

うな影響を及ぼしているのかという点に焦点を当て、拡

がりつつある未来の可能性やそこに生じる諸問題につい

て考えることとしたい。

オンラインの情報は玉石混淆とはいえ、一方で、イン

ターネットはこれまで学校等の組織内、あるいは一部の

特定地域内にクローズドな状態で共有されていた情報を、

当該組織の成員ならずとも獲得することができるような

状況をもたらした。また、これまで特定の書籍等のコン

テンツに対するレビューは、マスメディアを通じてある

種の専門家としての職業ライターが執筆したものか、身

近な人々との対話や噂話でしか得ることができなかった。

しかし、個人が社会に対する情報発信の主体となること

ができるようになったことにより、インターネットを通

じて一般の人々のレビューや要約をコストをかけずに閲

覧することができ、そこに多様な意見があることを知る

機会が生まれた。

一方、人々は自分が強い関心を抱く事象については熱

心に情報収集を行うが、逆に、関心があまりない事象に

ついては、情報収集に時間や労力を割かない傾向がある

といわれている。また、特に、政治に関するニュースや

主張を掲載するオンラインサイトについては、「関心や政

治的信念のはっきりしている人は、自身の考え方に合う

ウェブサイトや会議室を選ぶ22」傾向が指摘されている。

さらに、政治系のオンラインサイトでは、「反対意見への

リンクがある場合でも、相手の見方がいかに危険で、愚

かで、卑劣であるかを明らかにするのが目的」であるこ

とが多いとされており、そもそも「多くのウェブサイト

が仲間内のウェブサイトにリンクしている」ことが特徴

として指摘されている23。このことから、仲間内の意見

図表９　合意形成に対する情報の選好の影響

4 社会的な合意とテクノロジー

出所：筆者作成
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ばかりを見聞きし、そのなかでのみ議論を行うことによ

り、政治意識は極端な方向に傾く可能性があるとともに、

集団圧力の前に反対意見を言い出すことができない状況

（沈黙の螺旋）が生じる恐れもあると考えられる。

ただし、このような状況はテレビ番組や購読新聞の選

択等にも当てはまる原理であり、必ずしもインターネッ

トの利用にのみみられる傾向ではないが、半面、インタ

ーネットがもたらした「情報爆発」の固有の問題として

次のような指摘もある。

「選択肢の劇的な増加とカスタマイズの能力向上は、

現実の選択範囲の広がりを伴っている。そして多くの

場合、選択は人口統計的な特色や以前からある政治信

念あるいはその両方にマッチしている。もちろん情報

の全体量、選択の娯楽価値、そして選択肢の単純な多

様化の向上といった有利な点も数多くある。だが、問

題もある。さまざまなグループがそれぞれ別個の視点

をとり、まったく違うテーマに焦点を絞ったりすれば、

相互理解は難しくなる可能性がある。また、社会が直

面する問題をみんなで解決することが、ますます困難

になるかもしれない。」（サンスティーン 2003：76）

そしてこれらの特徴を踏まえ、インターネットが社会

の分裂を引き起こす恐れについて、次のような指摘がみ

られる。

「集団分極化は、間違いなくインターネット上で発生

している。これまでの議論から明らかなことは、イン

ターネットが過激主義の温床になっていることである。

その理由は、同じような考え方をする人たち同士が気

軽にそして頻繁に話し合っていて、ほとんど反対意見

を聞く機会がないからだ。」（サンスティーン 2003：

85-86）

しかし、政治的な事象に関する情報共有やインターネ

ットを通じた政治意識の分極化の状況は、果たしてこれ

ほどまでに悲観的なものなのだろうか。確かに、匿名性

の高いインターネットでは個人が社会的属性や責任から

離れ議論を行うことが少なくない。また、それが真剣な

投稿なのか、それとも冗談交じりの投稿なのか非言語メ

ディアが介在しないオンライン・コミュニケーションに

おいては、先述のようにコンテクストが共有されにくい。

だが、上記で引用した一連の指摘に対して、極端なイデ

オロギーを掲げる個人サイト等はあるが、実際にはそれ

らのアクセスシェアは小さく、また、多くの人々は比較

的中立的な大手のニュースサイトを閲覧しているため、

一部のサイトが社会の分裂を引き起こすことはないとす

る反論もみられる。

図表10 インターネットによる社会の分裂に対する反論の内容

資料：Gentzkow, M. and Shapiro, J. M.（2010）より作成
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このような反論は論理的である。しかし、インターネ

ットを通じて社会の分裂が生じるか否かを二元論的に争

うことは生産的ではない。また、極端なイデオロギーを

有する政治系サイトのみから情報を受容・発信するユー

ザー像は、社会の分裂を招く「問題児」として描くこと

ができるが、このような人々も、アルファブロガーのよ

うな影響力を獲得できる可能性を秘めている場がインタ

ーネットなのである。そのため、インターネットの状況

を一定程度悲観的に捉え、その打開を模索することにも

意義があると考えられる。

図表11は、インターネットによる社会の分裂の恐れに

対し、先に引用した憲法学者のサンスティーン氏が提示

する対応策を列挙したものである。このなかでも、特定

のサイトに対し反対意見や中立情報を掲載する他サイト

にハイパーリンクを設けるという提案は、先にみた人々

の情報受容における蛇行性から、一定の効果が見込まれ

るものと考えられる。ただし、情報探索行動の蛇行性は、

掲載情報、論点に対する興味・関心の高さによるものと

考えられるため、一般に人々の関心が高いとは言い難い

政治的な事象について、そのような前提を所与とするこ

とは難しい。また、コンテクストが共有され難い情報群

を単にハイパーリンクでつなぐだけでは、情報受容に混

乱が生じるだけであるとも考えられる。そこで、次節で

は以下の対応策のなかでも、属性の異なる人々が集い、

ともに議論を行う場や機会を設ける「Deliberative

Polling（討論型世論調査）」についてみていくことにす

る。

（２）Deliberative Poll ing（討論型世論調査）/

Deliberative Democracy

インターネットによる社会の分裂に対する処方箋のひ

とつとして示されたDeliberative Polling（討論型世論調

査）は、一般に、有権者は政治的な事象に対し十分な情

報を得ておらず、伝統的な世論調査の結果が、少なから

ずサウンドバイトやヘッドラインにより形成されたうわ

べだけの印象を表す傾向があるとの問題に対応するもの

である。また、人々は興味・関心のない事象の判断に際

して、それに要する情報収集に時間や労力を割かない

（rational ignorance）ことを踏まえ、討論型世論調査は

これまでの世論調査の枠組みを、新たな、より建設的な

ものとする試みでもある24。

これまでも討論型世論調査はオーストラリア／イギリ

ス／アメリカ等において、国レベル／地方レベルで行わ

れた実績があり、調査は概ね図表12に示すプロセスで進

められている25。また、このようなプロセスを経て参加

者の意見に変化がみられた場合、それは有権者が十分に

情報を得て、政治的事象に対し関心を持つ機会、熟慮を

重ねる機会が与えられたことによる効果を示すものとさ

れるとともに、民主主義における情報や熟慮の重要性を

示すひとつの論拠とみなされる。

このような点は、単にその時々の有権者の流動的な意

識を調査する現行の世論調査とは異なるものであり、実

際に、犯罪をテーマとした討論型世論調査では、情報の

図表11 インターネットによる社会の分裂への対応策

資料：サンスティーン（2001：172）より作成
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受容や他者との対話・討論等を通じて、各論点に対する

参加者の意見（賛否率）に1～2割の変化が生じている。

そして、この無作為抽出による半強制的な討論への参加

が、客観的な情報の受容／多様な他者との対話／それら

を踏まえた熟慮の機会の提供をもたらすものである場合、

先のインターネットが社会の分裂をもたらす恐れに対し、

討論型世論調査は有効な対応策と位置づけることができ

よう26。

しかし、討論型世論調査は参加者をひとつの場所に招

集し、討論に要する時間と場所の共有を前提とするもの

であることから、参加者だけでなく、主催者側にも大き

な負担を課すものである。そのため、いかに討論型世論

調査の社会的な意義が高くとも、それに係るコストの低

減を図ることができなければ社会実験の域を脱しない。

そこで、このような問題に対する打開策として、コスト

面に加え実施期間の長期化28、事前準備の簡素化といっ

た利点29が挙げられるオンラインの討論型世論調査が検

討され、実際にオフライン（face to face）の討論型世

論調査との比較検証がなされている。たとえば、イラク

戦争の直前に、アメリカの外交政策をテーマに実施され

たオンラインとオフラインの討論型世論調査では、国際

主義に関する論点等で、オフラインの討論型世論調査の

方が参加者の賛成率が顕著に高いといった差異がみられ

たものの、大局的な観点からは、両者の結果は類似して

いることが指摘されている30。

以上の点から、インターネットが社会的な分裂を引き

起こす危険性に対し、積極的な対応をとる場合、有効な

ひとつの対策として討論型世論調査を挙げることができ、

そのコスト負担の軽減を図るためには、インターネット

を活用することが有効であると言えよう。特に、今後、

図表12 討論型世論調査の実施プロセス

資料：Center for Deliberative Democracyのウェブサイト掲載資料より作成

図表13 討論型世論調査の結果（1996年のアメリカ・オースティンにおける実施例）

資料：Center for Deliberative Democracyのウェブサイト掲載資料より作成
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非言語メディアを活用した遠隔コミュニケーションの可

能性が広がっていくことを前提とすると、オンラインの

討論型世論調査を通じて有権者が政治的な事象に関する

客観的な情報を獲得し、他者の意見を認識しながら熟慮

を重ねていくという学習機会の拡大には、社会的な意義

や期待を抱くこともできる。また、社会的な合意形成を

図るうえでも、多様な選好を有する多様な有権者が個々

に分極化していくことを防ぎ、少なくとも多様な意見・

主張が存在していることを十分に認識させるという意味

において、オンラインの討論型世論調査は大きな役割を

果たすと考えられる。

これまでも論じたように、コンピュータテクノロジー

やインターネットの利用には事実としてさまざまなリス

クが潜んでおり、それらの問題が顕在化するたびに、規

制導入に関する論議が巻き起こっている。しかし、一方

で人と人とのインタラクションや人と機械とのインタラ

クションにおいては、コンピュータテクノロジーがオン

ライン／オフラインの認知活動を下支えし、これらのリ

スクを回避させている側面も見受けられる。そのため、

技術（インターネット）の利用（合意形成）に際して生

じる問題は、技術が解決するという技術決定論の論調を

とる向きもある。だが、合意の形成を軸に、まずはその

前提としての意思表示のパターンとコンテクストの共有

の重要性を論じた本稿では、このような技術には、人々

の学習機会を奪う側面があることも指摘した。そして、

この点は今後のコンピュータテクノロジーやインターネ

ットの発展を考えるうえで、重要な論点になりうると考

えられる。

また、多様な属性を有する個人が、オンラインで自分

にとって心地よい情報ばかりを受容することにより生じ

る社会分裂の恐れは、社会的な合意の形成に影を落とし

ていることが指摘されている。そこで、本稿ではこの問

題に対する積極的な対応として討論型世論調査を取り上

げるとともに、オンラインの討論型世論調査の可能性に

ついて論じた。今後、分極化した世論に寛容性を引き戻

すひとつの手段として、オンラインの討論型世論調査の

有効性が明らかとなり、コスト的にもさらに有用なもの

となれば、政治的な事象におけるインターネットの活用

検討やオンライン討議のためのインフラ環境の整備を、

より積極的に進めていくべきではないだろうか。

図表14 オンラインの討論型世論調査の結果と比較（2002年末のアメリカにおける実施例）

注釈１：アメリカは○○という政策を実施すべき／すべきではないかという（0,1）の質問を行い、それらの質問のうち関連する指標の
平均値を合成指標として設定したものが、上表の「内容（賛成する論点）」の各項目にあたる。

注釈２：ここで挙げたオンラインの討論型世論調査は４週間をかけて実施されたものであるため、オフラインの討論型世論調査との期
間の違いが、当該期間における政策動向やマスメディア報道の影響の差を生みだしている可能性がある点に留意が必要である。
また、外交政策に対する有権者の関心や価値観は、一般に共有されやすいが、国内政策の傾向とは異なる可能性がある点につ
いても留意が必要である。

資料：Center for Deliberative Democracy（2006）より作成

5 おわりに
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【注】
１ CMC（Computer Mediated Communication）とは、電子メールや電子掲示板等、コンピュータを介して行うコミュニケーションを指す。
２ CSCW（Computer Supported Cooperative Work）とは、「人と人の協働活動のコンピュータによる支援」を指し、過去の研究では、「支援
対象となる協調活動を時間と空間の二つの軸で分類しながら議論」され、また、「支援対象となるグループが「同じ場所で作業するのか
（対面型／遠隔分散型）」、「同時に作業するのか（同期型／非同期型）」という二つの切り口で四つに分類し、研究事例の関連や将来課題が
議論されてきた」ものである。（参照－人工知能学会 2005：519）

３「インターネット」と「合意形成」という単語の組み合わせから、インターネットの管理に係る国際的な合意形成として、ICCAN
（Internet Corporation for Assigned Names and Numbers）のガバナンスも想起される。しかし、本稿では個人レベルの合意形成を出発点に
議論を行うため、ICCANに関する論議は省くこととする。

４ 近年注目を集めるAR（Augmented Reality）分野では、当該分野に対応する法制度が現時点ではなく、今後、技術やビジネスの動向に応じ
てルールを検討していくしかないことが指摘されている。（2010年３月10日AR Commonsシンポジウム資料、牧野「AR空間は誰のもの？－
地中権、空中権、排出権、AR権？？人間の欲望とどう向き合うか」）

５ 一般に10代のインターネット利用者では、インターネット・ショッピングサイトにおける書籍の購入等を、携帯電話を介して行う傾向が
強いとされている。また、ケータイ小説や携帯電話のゲームコンテンツの流行にみられるように、10代を中心とした若年層は、PCよりも
携帯電話を通じてインターネットにアクセスすることが一般的な世代であるとみなされている。

６ テクノロジーの発展を受け、近年のCSCW研究ではPCを通じたコミュニケーションだけでなく、VRやAR技術等を含む、広い意味での情報
通信技術を用いた共同作業について研究を行うものもみられる。

７ 他方で、動画投稿サイト「ニコニコ動画」のように、各ユーザーの情報受容には同期性はないものの、あたかも同期性があるかのような
ライブ感を醸し出すオンラインサイトもある。この点について、濱野（2008）は「擬似同期性」と論じている。

８ フォン・ヒッぺル（2005）
９ ラインゴールドほか（2003）
10 技術の発展により、個々の有権者の意思を把握することができるようになったことを受け、政治への直接参加を重視する者のなかには、
インターネットを利用した直接民主制への転換を主張するものもある。しかし、意思の提示を求める前に、多様な情報を提供し討論させ
ることの重要性を論じる討論民主主義の指摘を踏まえると、技術志向の制度変革には慎重な検討も必要である。

11 メディアリテラシーとは、メディアを通じて流通する情報に対し、各人が適切に判断を下し正しく受容するための能力を指す。なお、文
部科学省「新「情報教育に関する手引」」（2002）では、メディアリテラシーについて、「メディアの特性を理解し、それを目的に適合的に
選択し、活用する能力であり、メディアから発信される情報内容について、批判的に吟味し、理解し、評価し、主体的能動的に選択でき
る能力」と記している。

12 西田（2005）は、非言語メディアとして、アイコンタクト／間の取り方／身体接触等を挙げ、「会話から言語メディアの成分を取り去って
もある程度の情報を得ることはできる。たとえば、話しているテキストが聴き取れなくても、声色や話している様子がわかれば、どんな
ことを話しているかだいたい想像がつくことが多い（p.30）」と指摘している。

13 文部科学省の補助を受け行われているIMADE（http://www.ii.ist.i.kyoto-u.ac.jp/IMADE/）等。
14 岩淵ほか（2008）
15 レイヴほか（1993）
16 綿貫（2007）
17 綿貫（2007：481）
18 Wikipediaやインターネット上のボランタリーな行動の誘因に関する研究として、Lampel, J., et al. (2007)、Zhang, X. et al. (2006)、アスリー
ヌほか（2008）を参照。また、オープンソフトウェアの開発における誘因研究として、Zhang, X. et al. （2006）を参照。

19 折田（2007）
20 近年の研究動向については、人工知能学会誌第33巻６号「特集「情報の信頼性評価」にあたって」を参照。
21 Webster（2006）
22 サンスティーン（2003：74）
23 サンスティーン（2003：75）
24 Center for Deliberative Democracyウェブサイト（http://cdd.stanford.edu/）参照。また、地域レベルで用いられる類似の手法として
Participatory Policy Analysis（PPA）やプラーヌンクスツェレがある。なお、日本におけるプラーヌンクスツェレの実施例では、「投票」と
いう側面が薄れ、無作為抽出を行うことにより、利害関係者だけではなく多様な人々の参加を募る点に力点がおかれることが多い。

25 過去の実施実績は、Center for Deliberative Democracy のウェブサイト（http://cdd.stanford.edu/）に紹介されている。また、2004年まで
の開催事例については、柳瀬（2005）でも紹介がなされている。

26 柳瀬（2005）は、討論型世論調査を提唱するスタンフォード大学の政治学者J．フィシュキンが、「必ずしも討論型世論調査を問題の本質の
理解と社会的合意形成を促すための制度としては位置づけておらず」、「理想的な選挙運動の一態様」と述べていると指摘し、その理由と
して「合意形成過程における強制圧力の可能性（過度の結論志向性から十分な討議が制限されるおそれがある）を危惧しているためであ
ると思われる」ことを指摘している。

27 討論型世論調査では、議論の前後に投票による意思表示を行うことから、参加者に対して、政策論点を「賛成」「反対」の二項的な対立構
造として提示しやすい事例が取り上げられる傾向がある。そのため、図表12のプロセス③は、一定程度の自明性があり、互いに対立する
賛否双方の立場や主張、その根拠や問題点について、それぞれバランス良く説明することにより、結果としての「中立性」を確保するこ
とを意図したものといえる。（一般的に考えて、真に「客観的」「中立的」な情報提供などあり得ず、そこには常になんらかの価値や意図
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が含まれる。討論型世論調査でなされる政策論点に関する情報提供は、このような意味での「客観性」「中立性」ではない。）
28 2002年末から４週間をかけ実施されたオンラインの討論型世論調査では、週に２回、各回１時間、音声ベースで小グループ討論が行われ
ている。Center for Deliberative Democracy（2005）参照。

29 一方、オンラインの討論型世論調査の留意点として、デジタルディバイドの存在からオンラインで参加者のサンプル抽出を行うことの問
題が指摘されている。なお、同センターにおける実施例では、参加者の抽出はオフラインで行い、オンライン環境にない対象者にはフリ
ーアクセスの環境を提供することにより、この問題をクリアしている。また、オンラインの討議はface to faceのコミュニケーションにある
直接性に欠けるとともに、討論の前後の雑談等を通じて、他者との意見の差異が明らかになる点についても、オンラインの討論型世論調
査との相違点として指摘されているが、その半面、オンラインの討論は感情的に冷めており、より内省的であることから、討論の場とし
ては良いものであると評価もなされている。Center for Deliberative Democracy（2005）参照。
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